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はじめに

「どこに定住するか？を選ぶ権利は住民にある。魅力的でない

市には移住・定住しない。」ことを念頭に、さらなる笠岡の魅力

づくりや、楽しいことが継続的に起こってくるような仕組みが必

要であるとの認識のもと、笠岡市は定住促進ビジョンの大局的デ

ザインを 2017 年度に刷新しました。

日本の人口は 2008 年から減少に転じ、以降、人口減少が加速

度的に進み、今後、全国約半数の自治体が消滅してしまう可能性

があるといわれています。国は、急速な少子高齢化の進展や人口

減少に歯止めをかけるため、2014 年 11 月に「まち・ひと・し

ごと創生法」を施行しました。笠岡市では、2015 年８月に「笠

岡市人口ビジョン」「笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定し、2018 年 12 月に改定しました。

「まち」や「しごと」を創造する原動力は「ひと」です。「ひ

と」とは、市職員のみならず、民間企業や団体職員、市民全体、

市外から笠岡を思う人すべてを指します。笠岡市の人口が５万人

を割った今こそ、「ひと」が一丸となって地域づくりの意識を高

く持ち、先人が築いた笠岡市の強みを活かし、弱みを克服する取

り組みを打ち出し、他の自治体より際立つ個性ある笠岡を創って

いく必要があります。

その個性が「笠岡市に対してより深い愛着と誇りを持ち、笠岡

市に関心を持つ」ことにつながり、同時に、その「個性が他地域

から見た魅力となり、来訪者を惹きつける」よう、我々はその魅

力を情報発信していきます。

誰もが「だから、笠岡で暮らしたい。」と感じ、若者が次代を

受け継いでいく持続可能な「笠岡づくり」を推進していきます。
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Ⅰ 現状認識と人口目標 ※詳細は総合戦略参照

１ 過去の人口動態

過去の人口動態を見ると、1990 年の樽型のふくらんだ部分が次第に

上昇し、2010 年には逆三角形に近い形に変形しています。これは、高

齢者と若者の数のバランスが崩れてきていることを表しており、今、笠岡

市の若者を増やしていかなければならないことが分かります。

笠岡市の人口ピラミッド

２ 将来の人口動態

笠岡市では、若者を増やしていくことにより、総人口は減少しても、

社会が維持できるような望ましい人口構成を実現する施策を展開していか

なければなりません。笠岡市人口ビジョンは、2040 年には約４万人、

2060 年には３万５千人となり、その後 2100 年には約３万２千人まで

減少しますが、これ以降はほぼ同水準で推移する計画です。

笠岡市の将来の人口ピラミッド（笠岡市人口ビジョンの試算）
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３ 2017～2019 年の人口動態

社会動態（転入・転出者数）をみると、2013 年～2015 年までの

200～300 人程度の転出超過のトレンドが、2016 年は大きく上回りま

したが、2017 年以降は回復傾向にあります。

社会動態（性別・年齢区分別）をみると、男女ともに若者の転出超過

が顕著です。
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４ 人口目標

上位計画である人口ビジョンの目標である、2019 年度末に転入転出

±０は達成できませんでしたが、引き続き社会動態の改善を図り、まずは

転入転出±０を達成し、2020 年度末の目標である転入転出±２の社会

動態を目指します。また、婚姻率１割上昇、希望出生率である 1.9（婚姻

率１割上昇と併せて 2.09）を目標に掲げ、合計特殊出生率を 1.5 に、

20～39 歳女性の婚姻率を 2.88‰にすることを目指しています。

本ビジョンの目標は総合戦略と同一目標とし、ビジョン（Plan）を実

行し（Do）、人口動態や各種事務事業を毎年度検証（Check）し、次年

度のビジョン改訂（Action）に活かす、ＰＤＣＡサイクルを実行してい

きます。

○笠岡市人口ビジョンの人口目標 （単位：人）

項 目 目標・実績
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
R1

(2019)
R2

(2020)
R7

(2025)

人 口 目 標 50,436 49,912 49,438 49,015 48,589 46,461

実 績 49,996 49,268 48,407 47,613 －

人口目標と実績の差 △ 440 △ 644 △1,031 △1,402 －

目 標 △ 424 △ 424 △ 424 △ 424 △ 424 9 

実 績 △ 501 △ 507 △556 △ 553 －

目 標 △ 150 △ 100 △ 50 0 2 8 

実 績 △ 400 △ 221 △305 △ 241 －

目 標 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54 1.65

実 績 1.41 1.22 (1.15) －

目 標 2.88 ‰ 2.88 ‰ 2.88 ‰ 2.88 ‰ 2.88 ‰ 2.88 ‰

実 績 2.48 ‰ 2.44 ‰ 2.11 ‰ 2.11 ‰ －

笠 岡 市
人口 推 計

自然動態人口
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【人口目標】

2020 年度末までに次の 3 点を達成し、48,000 人を維持する。

① 社会動態人口の年間増減数 2019 年：△241 人 → 2020 年：２人

② 合計特殊出生率 2017 年：1.22 → 2020 年：1.54

③ 20～39 歳女性の婚姻率 2019 年：2.11‰ → 2020 年：2.88‰

（年間婚姻数 201９年：101 件 → 2020 年：138 件）
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Ⅱ 定住促進戦略

１ 基本理念

笠岡市は、上位計画である総合計画や総合戦略に則り、「持続可能性」

「笠岡の強みを活かし、弱みを克服する」「若者・特に女性の住みやすさ」

をキーワードに、市民と協働で定住促進施策を戦略的に進めます。

「消滅可能性」の対極をなす言葉は「持続可能性」です。今

日、国連において持続可能な開発は「環境、社会、経済の総合

的な発展」であるとされており、この考え方は、我が国と同様

に成熟社会にあるＥＵ諸国をはじめ、世界各国に浸透・定着

し、様々な施策が展開されています。

笠岡市においても、市民一人ひとりが住みやすさを感じ（住

みよい環境）、人の繋がりに喜びを抱き（良好な社会）、仕事

に満足感が得られる（経済活動が活発な）まちでなければ、持

続可能な笠岡づくりは達成できません。このような、環境（ま

ちづくり）、社会（ひとづくり）、経済（しごとづくり）の調

和の下、現世代のニーズを満たしつつ、将来の世代のニーズに

も繋げていく「笠岡づくり」を目指します。

持 続 可 能 性

「総合戦略」では、海・島・山に囲まれた良好な自然空間、

港町・寺町といった歴史や伝統文化、交通や立地条件、笠岡湾

干拓地や笠岡港など、先人が築いた笠岡の強みを活かした政策

を推進しています。また、若者（特に若年女性）の人口が減少

している脅威を克服していく取り組みを進めています。

本ビジョンにおいても、総合戦略の主旨に則り、笠岡の個性

が魅力となり、若者をはじめとする来訪者を惹きつけるような

取組を推進するとともに、時代を先取りした新たな暮らしを提

案するなどし、市民一人ひとりが「ずっと住み続けたい」と感

じ、来訪者が「住みたい」と思うような「笠岡づくり」を進め

てまいります。

笠岡の強みを活かし、弱みを克服する
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いくら出生率を引き上げる施策などを行っても、若年女性の

市外流出によるマイナス効果がそれを上回ると、人口減少に歯

止めがかかりません。持続可能な笠岡であるためには、若者が

笠岡に定住する「若者、特に女性の住みやすいまち」でなけれ

ばなりません。このため、笠岡にある既存の資産を有効に活用

し、若者、特に女性の意見を取り入れながら、若者の感性やト

レンドをつかみ、「楽しみ」や「ワクワク感」が持続する政策

を展開します。その手段として、若者会議や官民連携を進めて

いきます。

若者・特に女性の住みやすさ
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・持続可能性

・強みを生かし、弱みを克服する

・若者・特に女性の住みやすさ

笠岡づくりに必要な理念

２ 基本方針と基本施策

笠岡市は、風光明媚な自然空間、歴史、伝統文化に恵まれていること、

広大な笠岡湾干拓地や港町工業団地を有すること、集客力のある道の駅を有

すること、JR 山陽本線、山陽自動車道、国道２号、国道２号バイパスとい

った主要幹線が充実していることなどを「笠岡の強み」として、積極的に外

部に打ち出し、若者の数を増加することに重点を置きながら、定住促進施策

を推進することを基本方針とします。

上位計画

笠岡市総合計画、笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略

笠岡市定住促進ビジョン

『 だから、笠岡で暮らしたい。』

【基本施策】

○ 便利なまちづくり
○ 自然環境に恵まれるなど、多様な
ニーズに応じた住環境の充実

○ 地域住民が参画するまちづくり

基本方針１

住む環境（まち）を良好にする

【基本施策】

○ 地域住民による持続可能なまちづくり
○ シティープロモーションの強化
○ 結婚･妊娠･出産･子育て･教育の希望を
かなえる

基本方針２

社会（ひと）のつながりを高める

【基本施策】

○ 経済活性化と雇用促進
○ 起業支援
○ 地場産業等の育成

基本方針３

経済的価値（しごと）を高める
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基本方針１ 住む環境（まち）を良好にする

全国規模で人口減少が急激に進んでいることを鑑み、今後 10 年、20

年先を見据え、若者に魅力があり、ひとが一定程度集まって住み、そこ

に必要な都市機能と公共サービスが集中（徒歩や自転車の交通圏内）す

るような定住環境を徐々に整えていく検討が必要です。また、団塊世代

が後期高齢者を迎える 2025 年に備え、『健康寿命の延伸に効果のある

「歩くこと」や「人と交流すること」』が普段の生活の中で行えるよう

な住環境を整えていく必要があります。さらに、大都会の住民が自分ら

しい暮らしを地方に見出し、地方に移住する「田園回帰」が起きており、

このトレンドを絶好のチャンスととらえながら住環境を整えていく必要

があります。その際には、厳しい笠岡市の財政事情の中、新たな建築に

依存しすぎず、既存施設を上手く使っていかなければなりません。

「住む環境（まち）を良好にする」ため、笠岡市は、

① 移動距離の短縮化による徒歩や自転車の利用促進・健康増進、都市

機能の利便性向上による便利な環境づくり

② 交通手段を持たない高齢者の交通利便性等を向上し、外出を楽しみ

ながら生活を送ることができる環境づくり

③ 若者、特に女性に魅力のある環境づくり

④ 新規施策の導入や民間連携の推進による、ひとの生活スタイルの多

様化に対応した環境づくり

⑤ 福山や岡山・倉敷の通勤利便性、海や山の見える景観機能といった

地域資源をフル活用した、笠岡に住む魅力の情報発信

⑥ 空き資源のフル活用

⑦ 公共施設等総合管理計画の推進、未利用の施設や土地の民間移転

を基本に、市民と協働で施策を推進していきます。
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基本施策 説 明

便利なまちづく

り

・JR 笠岡駅周辺等の DID 区域は笠岡市の「顔（シン

ボル）」「交通拠点」「人の交流拠点」として段階

的に整備していきます。生活の利便性や健康寿命延

伸を考慮に入れた「歩いて暮らせるまちづくり」を

コンセプトに整備を進めます。（主に①、②、④、⑤に関連）

・上記以外の地域では、拠点整備等を通じて地域の価

値を見出し、地域の強みを掘り下げる取り組みを推

進していきます。（主に④、⑤、⑥に関連）

・その際、厳しい笠岡市の財政事情を鑑み、新たな建

築に依存しすぎず、既存施設を上手く使うことも考

えます。（主に⑥、⑦に関連）

自然環境に恵ま

れるなど、多様

なニーズに応じ

た住環境の充実

・風光明媚な島・海・山といった景観、年間約 90 万

人が来訪する笠岡湾干拓地の景観、田園空間、カブ

トガニをはじめとする動植物の保護・保全などに取

り組みます。（主に③、④に関連）

・住宅の新築、賃貸住宅、中古住宅の取得、空き家バ

ンクの活用など、市民の幅広いライフスタイルに合

う住宅環境の整備を促進します。（主に④、⑥に関連）

・さらに、民間の分譲地開発を促進するため、活用頻

度の低い市有地については住宅用地等として提供し

ます。（主に⑥、⑦に関連）

地域住民が参画

するまちづくり

・まちの姿を描くにあたり、計画の段階から市民に参

画していただき、子ども、高齢者など社会的弱者に

配慮し、市民参画型のまちづくりを推進します。

（主に①～⑥に関連）

・また、地域住民の交流・拠点施設は、自らの地域に

楽しみと誇りが持てるよう、住民が主体となれるよ

う支援します。（主に①～⑥に関連）
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基本方針２ 社会（ひと）のつながりを高める

「住みやすい地域づくり」の形成には、地域に暮らす「ひと」がまちづ

くりに積極的に関わることが有効です。市民自らが行うまちづくりにより、

地域に対するより深い愛着と誇りを持つことができるとともに、外出や対

話の機会が増えることにより、長い目で見ると健康に良い影響が見込まれ

ます。平素から地域の絆を大切にし、共助や互譲の精神で住民同士がつな

がりを持ち、将来像など目的を共有することが「笠岡づくり」の基本とな

ります。

まちづくりは人づくりといわれるように、市民の地域への関わりが笠岡

の姿になってくることから、笠岡市は市民や各種団体との協働によるまち

づくりを推進していかなければなりません。

また、笠岡市としては、「市民一人ひとりが個性を発揮し、夢と希望を

持って暮らせるまち」の実現を目指し、結婚・妊娠・出産・子育て・教育

の希望をかなえるための切れ目ない支援を続けていかなければなりません。

「社会（ひと）のつながりを高める」ため、笠岡市は、

① 市民自らによる、各地域の特色を生かした地域の将来像を描き（地

域ごとの暮らしのデザインづくり）、地域住民が手を取り合うよう

な取り組みを通じた「ひと」のつながり

② 地域のストーリー・歴史・伝統文化の読み解きと情報発信

③ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる市役所等による切れ目

ない支援や、市民や企業などによる地域ぐるみで子どもを育てる意

識の醸成

④ 子どもが多様な人や考えにふれ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨

することを通じて一人ひとりの資質や能力を伸ばす環境づくり

⑤ 市職員や市民を含めた「ひと」が、急激な人口減少の危機を認識し、

克服するために協働する・改革するといった意識の醸成【※】

を基本に、市民と協働で施策を推進していきます。

※「ひと」の意識改革

2017 年３月末で人口が５万人を割り込んだことを受けて、人口減少に対応した新たな
行政運営が求められていることから、市職員は時代や市民意識の変化を的確にとらえて、
その変化に柔軟に対応していかなければなりません。そのために『前例踏襲から 前例を
創る』へシフトチェンジしていく必要があります。
市職員一人ひとりが意識を改革し、これまでのルールや制度に基づく行政主体の「行政

運営」ではなく、市民、各種団体、企業などにまちづくりの主役として積極的に参画して
もらい民間活力を導入しながら、業績・成果に基づく「行政経営」に転換していくことで
笠岡市はさらに魅力的なまちへと変わっていくはずです。

『「鳥の目」「虫の目」「魚の目」を常に意識する』
『前例踏襲から前例を創るへ』
『行政運営から行政経営へ転換する』
『業務の本質をとらえ、自ら考え、楽しんで仕事する』
『業務の効果を、笠岡市のイメージアップ、市民満足度の向上につなげる』
『市民目線を持ち、市民との協働、民間活力の導入を意識する』
『笠岡の魅力・価値を再認識し、将来に明るい展望を持つ』
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基本施策 説 明

地域住民による

持続可能なまち

づくり

・各地域が将来にわたり安定的に発展していくため、

地域住民自らが「地域まちづくり計画」などの将来

像を描き、自らの力で実現させる仕組みづくりを推

進します。（主に①に関連）

・住民主体のまちづくりにおいては、次代を担う若者

の参加を促進していきます。（主に⑤に関連）

・移住者や多様な世代、様々な職業・経歴など多様な

「ひと」の参画を促し、地域住民がよそ者を受け入

れやすい柔軟な風土を築いていきます。

（主に①、⑤に関連）

シティープロモ

ーションの強化

・日本遺産認定された笠岡諸島など、笠岡市の特徴を

市内外に広報することで、その魅力や価値を印象付

け、市民に対しては「愛着」や「誇り」を醸成し、

市外に対しては「知名度」や「認知度」を高めてい

きます。（主に②に関連）

結婚・妊娠・出

産・子育て・教

育の希望をかな

える

・少子化対策として、婚活イベントを充実するととも

に、結婚に結びつくきめの細かい結婚相談を推進し

ます。（主に③に関連）

・核家族化が進展し親の子育ての負担感が大きい中、

安心して子育てができ、希望する子どもが持てるよ

うに、子育て環境の充実を図ります。（主に③に関連）

・子育て世代の孤立化を防ぐため、市民や企業など地

域ぐるみで子どもを育てる意識を高め、子育てしや

すいまちを目指します。（主に①、③、④に関連）

・子どもが多様な人や考えにふれ、認め合い、協力

し、切磋琢磨することを通じ、学力の向上、豊かな

心の育成、滑らかな接続、さらに健やかな体を持つ

子どもの育成を推進します。そのために、学校規模

の適正化や小中一貫教育を推進します。（主に④に関連）

・笠岡の歴史や文化、先人の営みなど子どもたちが郷

土愛を育む地域学を推進します。（主に②に関連）
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基本方針３ 経済的価値（しごと）を高める

笠岡の経済的価値が高まりつつあります。笠岡湾干拓地への次世代型施

設園芸施設などが進出し、笠岡港工業用地ではすべての区画に企業の立地

が決まりつつあります。さらに、国道２号バイパスの工事や篠坂ＰＡスマ

ートＩＣの調査が着々と進んでおり，近い将来これらが完成すれば，倉敷

市と福山市の中核都市と井笠圏域を合わせた 100 万人を超える経済圏の中

心にある笠岡市は、経済成長を高く遂げる可能性を秘めています。

市民が豊かな生活を送るために、経済成長は欠かせません。笠岡市への

転入者を増やすため、より効率的・効果的な企業誘致を推進していかなけ

ればなりません。また、自分の能力を生かした働き方ができ、チャレンジ

する若者を呼び込み創業する環境を整えるなど、起業支援を推進していか

なければなりません。併せて、女性が社会に出て活躍できる環境も整えて

いかなければなりません。

「経済的価値（しごと）を高める」ため、笠岡市は、

① 企業誘致、起業支援等の推進（産業連関表等に基づく構造分析によ

る経済波及効果の高い産業や雇用効果の大きい産業に着目、支援制

度の充実等）

（参考）経済波及効果の大きい産業：畜産、食料品

雇用波及効果が大きい産業：食料品、宿泊

稼ぐ力の大きい産業：鉄鋼、プラスチック・ゴム

所得創出の大きい産業：運輸・郵便、医療・保険 等

② 災害が少なく良好な立地条件、笠岡市の起業支援政策、利便性の高

いアクセス（国道２号バイパス整備等）など経済的な優位性の情報

発信

③ 「大都会から田園回帰」の潮流が、若者の地方移住・定住のきっか

けとなっていることをチャンスと捉え、「食と農」に関心を持つ若

者をターゲットに、笠岡の特徴を生かした農業の新しい働き方を提

案し、しごとにつなげる

④ 近隣自治体や関係団体と連携した観光振興

⑤ 地域経済を牽引していく新たな企業立地エリアの検討、テレワーク

等を想定した空き資源を活用できる体制づくりを基本に、市民と協

働で施策を推進していきます。
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基本施策 説 明

経済活性化と雇

用促進

・企業誘致、起業支援等を推進する。その際、産業連

関表等に基づく構造分析により、経済波及効果の高

い産業、雇用効果の大きい産業に注目し、多様な業

種・職種の雇用を拡大して就職・転職における選択

肢を広げていきます。（主に①に関連）

・「食と農」への関心が高まる中、農業・漁業を移住

者や若者などの雇用の場として位置づけ、植物工場

など次世代型施設園芸や農家レストランなど、稼ぐ

産業としての振興を図ります。（主に③に関連）

・近隣自治体や関係団体と連携し、日本遺産認定され

た笠岡諸島など、多彩な観光資源をつなぐことによ

り、国民はもとよりインバウンドをターゲットとし

た観光振興を図ります。（主に④に関連）

起業支援 ・ＩＣＴ環境が整っている笠岡の強みを生かし、ネッ

トオフィス型テレワークの推進なども視野に入れ、

関係機関と連携し、空き家や廃校となった学校跡等

の空き資源も活用しながら、若者の起業促進などを

通じ、地域経済を活性化します。（主に⑤に関連）

・起業後の経営が安定するよう、各支援制度が利用し

やすい体制を構築します。（主に①に関連）

地場産業等の育

成

・地場産業等の活性化を図るため、補助金（畜産・酪

農収益力強化整備等特別対策事業等）活用、関係機

関との連携した経営改善・技術開発、人材のマッチ

ングなどにより、経営規模の拡大を支援するほか、

経済波及効果が高いコネクターハブ企業を育成し、

地域経済の牽引を図ります。（主に①、④に関連）

・また、地場産業等を維持し成長させていくため、後

継者に悩む事業者と起業を目指す移住者などに引き

継ぐ継業を支援し、地域経済の成長を図ります。

（主に①、③に関連）
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※ は主要事業

（１）基本方針１　住む環境（まち）を良好にする

◆便利なまちづくり

　将来目標：ＪＲ笠岡駅の南口開設等により，駅と国道２号，住吉地区の一体化，活性化

　　　　　　を目指します。

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

3件

2件

3件

3件

Ⅲ　定住促進事業一覧

交付件数

白石島地区浮桟橋・待
合所整備事業

（平成28年度開始）

白石島地区に新たに待合所を整備する。

 住民や観光客が
 安心して桟橋や
 待合所を利用す
 ることができる
 ようにする。

企画政策課

土地利用計画見直
し事業
(住宅団地開発の促進)

（平成25年度開始）

現在も一定数の開発はあるものの，住宅団地造成の開発
が減少しており，今後は住宅団地造成に適したエリアの
調査や促進する施策について，居住誘導が図れるよう関
係部署と協議・検討する。

Ｒ１実績
 笠岡市立地適正化計画
を策定し，ＪＲ笠岡駅
及び番町地区周辺を居
住誘導地域に設定し
た。
 住宅団地の開発事業者
へ候補地の協議・助言
を行った。

R２目標
 開発事業者の需要把握
に努めるとともに， 立
地適正化計画に基づ
き，候補地のマッチ ン
グ等関係課と協力し行
う。

都市計画課

ＪＲ笠岡駅周辺整
備事業

（平成29年度開始）

「ＪＲ笠岡駅周辺整備基本構想」を策定し，集客力の向
上による交流人口の増加や中心市街地としての拠点性向
上による都市機能強化が図れるよう，プロジェクト展開
や機運づくりについて検討する。

Ｒ１実績
「ＪＲ笠岡駅鉄道利用
者等動向調査及び交通
結節点分析業務」 を実
施した。

R２目標
 交通結節点としての強
化を図るため,都市・地
域総合交通戦略の策定
に向け，地域の現状把
握と課題整理を行う。

都市計画課

高齢者タクシーチ
ケット助成事業

（平成29年度開始）

移動手段を持たない75歳以上の高齢者が，買い物や病
院への通院を目的として，タクシーを利用する場合に使
用できるチケットを配布する。
当初は1乗車あたりチケット1枚（500円）の助成で
あったが，令和元年度から乗車運賃が1,000円を超え
る場合は，2枚（1,000円）まで使用できるように制度
を拡充した。

 高齢者の外出支援を行
い，生活利便性の向上
を図る。

R1交付実績
　　　 1,609人

企画政策課

中心市街地空き店舗利
用促進補助金交付事業

（平成29年度開始）

笠岡駅前中心市街地の空き店舗を有効に活用するため，
市に登録している空き店舗を活用し，事業を開始した事
業者に対して，店舗改修費や家賃等を一部補助する。

商工観光課
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◆自然環境に恵まれるなど，多様なニーズに応じた住環境の充実

　将来目標：自然に恵まれた笠岡の強みを生かし，民間活力の導入により，新たな住宅団

　　　　　　地造成を促進するとともに，増加する空き家のフル活用を目指します。

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標 90件

R1実績 88件

↓

R2目標 40件

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

0件

0件

3件

3件

3件

64件

70件

100件

87件

100件

80件

59件

63件

51件

70件

50件

70件

1件

5件

10件

6件

10件

交付件数

情報提供数
（年度末現在）

交付件数

新規認定件数

交付件数

新たな住宅地造成
の整備に向けた市
有地売払い

（平成30年度開始）

活用見込みのない市有地を売却し，民間の活力や総意工
夫により，新たな住宅団地を整備することで周辺の良好
な住環境を維持し，定住促進と地域の活性化を図る。

売却件数
H30実績　３件
・美の浜(16,236.63
㎡)
・西の浜(986.78㎡)
・西の浜(1,685.31㎡)
R1実績　１件
・八幡平(1,921.41㎡)
　　　　　↓
R2目標　１件

財 政 課

定住化土地造成促
進奨励事業（住宅
用地）

（平成20年度開始）

民間企業が造成する 1,000㎡以上の住宅用地に，公共
用道路，配水施設，下水道施設および公園・緑地・広場
の整備補助として，上限 5,000万円の奨励金を交付す
る。（平成26年度から開発区域外の上・下水道施設も
対象に追加）

定住促進
センター

空き家バンク事業

（平成21年度開始）

移住・定住を希望する人を対象として，空き家の情報バ
ンクを設立し，市内に点在する空き家の情報提供を行
う。また，一般住居のほか，社員寮，店舗，アトリエな
ど，様々な方法により空き家の活用を進める。
平成30年5月15日から，住宅金融支援機構との連携に
より，空き家バンク物件を取得し笠岡市住宅リフォーム
助成金を使って改修する場合，借入金利を一定期間引き
下げる【フラット３５】地域活性化型（空き家対策）の
取扱いを実施している。

定住促進
センター

住宅新築助成金交付
事業

（平成21年度開始）

市内へ住宅を新築する４０歳以下の人を対象に，最大
100万円の住宅新築助成金を交付する。
平成28年度以降の認定（契約）分から，中学生以下の
子どもがいる世帯に対して，１人10万円（最大30万
円）を加算する。
平成29年11月1日から，住宅金融支援機構との連携に
より，借入金利を一定期間引き下げる【フラット３５】
地域活性化型の取扱いを実施している。

子育て世代の転入促進という本来の目的を明確にするた
め，令和２年１月以降の認定分から制度の見直しを実施
した。　
　対象　　市外からの転入者のみ
　助成額　建築費：最大７０万円
　　　　　子の加算：最大３０万円

定住促進
センター

定住促進に係る固定
資産税相当額一部助
成金交付事業

（平成22年度開始）

市内へ新たに住宅を取得し，固定資産税が賦課される新
築住宅，中古住宅，分譲マンション等を取得した所有
者・購入者に対して，固定資産税額の 1/2に相当する
額を３年間助成する。

本事業は住宅新築助成金を補完する目的で実施してきた
が，住宅新築助成金の見直しに伴い，新規認定の受付を
令和2年度（令和2年1月1日までの取得分）までとし，
令和４年度制度終了の予定である。

定住促進
センター

笠岡市空き家バンク
活用奨励金交付事業

（平成28年度開始）

まちづくり協議会等が行う空き家調査などの活動によ
り，空き家バンクへ登録した物件が，売買・賃貸契約に
至った場合，１件につき奨励金２万円を交付する。

定住促進
センター
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◆地域住民が参画するまちづくり

　将来目標：地域住民の参画が不可欠であり，市民に魅力的なまちづくりを目指します。

H29実績 2件

H30実績 2件

↓

R1目標 4件

R1実績 2件

↓

R2目標 ６件

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

331人

161人

500人

180人

300人

計画策定地区数

参加者延人数

ＪＲ笠岡駅前にぎわい
創生事業
（平成30年度開始）

ＪＲ笠岡駅前の賑わいを取り戻し，継続していくための
調査・検討を行うとともに，市内の高校生や中学生，地
域住民，商店街等と協働して，駅前の賑わい創出に取り
組む。

 ＪＲ笠岡駅前の
 賑わい創生のた
 めの方策を調査
 ・検討する。

企画政策課
都市計画課

笠岡湾干拓地臭気対策
事業

（平成24年度開始）

笠岡湾干拓地における畜産業は，市の基幹産業として確
立する一方で臭気対策をはじめとする環境対策が重要な
課題となっている。
これまで，えひめＡＩ－２を活用した堆肥実験や完熟堆
肥の作製，堆肥散布後の早期すき込み指導，臭気低減資
材散布の推進等を行ってきた。また，H30年度から
H31年度にかけて，においの専門機関に委託し，市民
アンケート調査や臭気モニター調査，牧場への立入り調
査等を行った。
畜産農家や県，関係団体と連携し，環境に配慮した畜産
経営の支援や指導など，継続的に臭気対策を推進する。

 臭気対策に係る 研修会
の開催や巡回指導員の
配置，臭気低減資材散
布の推進，牧場への巡
回や
助言・指導を行い，臭
気低減を 図る。

農政水産課

まちづくり計画の
策定支援

（平成28年度開始）

各地域で様々な世代へのアンケートを実施し，また住民
参加によるワークショップを重ね，地域の特色を生かし
たまちづくり計画の策定を支援する。

協働のまち
づくり課

ＪＲ笠岡駅周辺整
備事業（再掲）

（平成29年度開始）

「ＪＲ笠岡駅周辺整備基本構想」策定にあたり，広く委
員の推薦や公募を行い，また市民へのアンケート調査を
実施しながら，市民が望む将来像や実現するためのプロ
ジェクトの方向性について検討を進めている。

Ｒ１実績
「ＪＲ笠岡駅鉄道利用
者等動向調査及び交通
結節点分析業務」 を実
施した。

R２目標
 交通結節点としての強
化を図るため,都市・地
域総合交通戦略の策定
に向け，地域の現状把
握と課題整理を行う。

都市計画課

若者会議開催事業

（平成27年度開始）

市内在住・在勤・出身並びに市内へ移住を希望する18
～39歳の若者たちが持続可能な緩やかなつながりをつ
くり，身の回りの課題などを話し合い，また他団体など
との連携を図りながら活動をする場として「若者会議～
ぼっけーまち会議～」を開催する。

定住促進
センター
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（２）基本方針２　社会（ひと）のつながりを高める

◆地域住民による持続可能なまちづくり

　将来目標：まちづくりの基本は人づくりという理念のもと，自らの計画による楽しみや

　　　　　　ワクワク感が持続する展開を図ります。

H29実績 2件

H30実績 2件

↓

R1目標 4件

R1実績 2件

↓

R2目標 ６件

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

◆シティープロモーションの強化

　将来目標：ふるさと納税の推進やホームページのリニューアルを通じた，シティーセー

　　　　　　ルス・地域資源の情報発信を進めていきます。

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

8人

10人

12人

12人

14人

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

8.8億

 8.3億

６億

7.2億

8億

計画策定地区数

若者会議開催事業
（再掲）

（平成27年度開始）

市内在住・在勤・出身並びに市内へ移住を希望する18
～39歳の若者たちが持続可能な緩やかなつながりをつ
くり，身の回りの課題などを話し合い，また他団体など
との連携を図りながら活動をする場として「若者会議～
ぼっけーまち会議～」を開催する。

 若者の活動を支援し，
市民への認知度を高め
る

定住促進
センター

協力隊員
新規採用延人数

寄附金額

日本遺産推進事業
（令和元年度開始）

「せとうち備讃諸島 石の島」の日本遺産認定に伴い，
笠岡諸島の魅力発信やガイドを育成するなど，広報活動
や観光客受け入れ体制を強化する。

・日本遺産に関する人
材育成，情報発信
・観光客受入体制整備
・地域活性化事業の支
援

日本遺産
推 進 室

笠岡市定住促進ＰＲ事
業

（平成30年度開始）

交流・定住人口の増加を図り，持続可能な地域社会を創
造するため，新しいコンセプト（切り口）に基づく笠岡
市の魅力や価値を市内外へ効果的に発信する。また，笠
岡市民が笠岡市を好きになって，市の魅力を拡散してく
れるようなシティプロモーションを実施する。

 プロポーザルで業者選
定し,ＰＲ素材の作成及
びイベント等を実施す
る。

定住促進
センター

ＦＰによるライフプラ
ン相談事業
（令和元年度開始）

市内で住宅の新築・購入を考えている人や笠岡市への移
住を考えている人を対象に，家を建てることや笠岡市で
の生活を具体的に考えてもらうため，ＦＰ（ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟ
ﾗﾝﾅｰ）による相談会を開催する。

月１回程度の定期開催
を実施する。

定住促進
センター

まちづくり計画の
策定支援（再掲）

（平成28年度開始）

各地域で様々な世代へのアンケートを実施し，また住民
参加によるワークショップを重ね，地域の特色を生かし
たまちづくり計画の策定を支援する。

協働のまち
づくり課

地域おこし協力隊事業

（平成28年度開始）

地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲなどの地域
支援や，農林水産業への従事，住民の生活支援などの地
域協力活動に興味を持っている都市部に住む若者を，地
域おこし協力隊に委嘱する。

定住促進
センター

ふるさと納税推進
事業

（平成28年度開始）

ふるさと納税制度を積極的に活用する。特に，寄附者に
対して送付する返礼品を市内の生産者や事業所等から購
入することで産業振興を図る。

ふるさと
寄 附 課
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◆結婚・妊娠・出産・子育て・教育の希望をかなえる

　将来目標：若者が未来に希望を持てるよう，地域ぐるみで結婚や子育てがしやすい環境

　　　　　　や人のつながりづくりを進めていきます。

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

66.4

72.0

71.1

72.0

14件

4件

25件

16件

25件

174人

104人

270人

125人

100人

小中一貫教育の推
進

（平成28年度開始）

こ・保・幼と小，小と中の学校間のつながりを十分に踏
まえ，就学前教育と小中９年間を見通した一貫した教育
を推進するため，小中一貫教育を推進する。

  令和2年3月に策定し
た小中一 貫教育推進計
画に沿って，計画を推
進する。

学校教育課

県学力状況調査
(中1)平均正答率

新規交付件数

イベント参加人数

『確かな学力』育
成プロジェクトの
推進

（平成25年度開始）

学力県下Ｎｏ.１を目標にして，学力向上に取り組む。
ホリデーチャレンジや放課後学習など，さまざまな機会
を通じて学習支援に取り組む。

「岡山県学力・学力・学習状況調査」
  H28まで　対象：中学校１年生のみ
  　　　　　 ４教科実施
  H29から　対象：小学校3,4,5年生，中学校1,2年生
  　　　　　 ２教科実施　教科：国語・算数（数学）
  　　　　 ※中学2年生のみ 3教科　国語・数学・英語

学校教育課

子ども医療費給付
事業の充実

（平成25年度開始）

子どもの医療費（保険診療分）を助成する。
○通院・・中学生まで
　（満15歳に達する日以降の最初の3月31日まで）
○入院・・高校生等まで
　（満18歳に達する日以降の最初の3月31日まで）

・出生や転入時に制度
の案内を行う。　　　　　　　
・市広報紙,ＨＰ等で周
知する。

市 民 課

保育所保育料等減
免拡充事業

（平成24年度開始）

国基準を拡充し，保育所（認定こども園）保育料及び副
食費を減免する。
（１）保育料
　第２子
　　一般世帯・・最大75％減免　　
　　ひとり親等世帯の低所得者世帯・・無料
　第３子以降・・無料
（２）副食費
　第３子以降・・無料

・市広報紙,ＨＰ等で周
知
・保育料通知時に減免
説明文書を同封
・会議等機会あるごと
にＰＲ

こ ど も
育 成 課

子育て世代包括支
援センター事業
（平成30年度開始）

妊産婦から子育て期にわたる，切れ目のない支援を提供
する。
妊産婦及び乳幼児等の実情を把握し，母子健康手帳アプ
リ等も活用し，きめ細かな情報提供を行い，面談や育児
相談の出来る場を設け，保健指導，養育支援を行う。ま
た，必要な状況に応じて保健医療福祉の関係者と連携し
ての支援を行う。

 市広報,妊娠届，赤ちゃ
ん訪問，健診等で周知
しきめ細かい支援を行
う。

子 育 て
支 援 課

新婚世帯家賃助成事
業

（平成26年度開始）

市内賃貸住宅に入居する新婚世帯に対し月額１万円を上
限に最長２年間(24月分)，市内共通商品券により家賃
の助成を行う。

定住促進
センター

結婚応援事業

（平成21年度開始）

未婚・晩婚化対策のため，結婚相談所を設置して，まじ
めに結婚を考えている独身男女を対象に，希望する相手
を紹介する。
また，市，井笠圏域推進協議会の主催によるイベントを
開催し，結婚を考える若者に出会いの場を提供する。
その他，県が実施する結婚支援システム「おかやま縁結
びネット」の普及を促進するなど，結婚相手を見つける
ための情報提供を行う。

定住促進
センター
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H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標     

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

37件

26件

40件

25件

40件

4件

6件

3件

2件

2件

産後ケア事業

（平成29年度開始）

概ね出産後３カ月以内（母乳相談は概ね出産後６カ月以
内）の母子で，心身の不調や育児不安があり，育児支援
を必要とする方の産後ケアにかかる費用の一部を助成す
る。

 市広報,妊娠届，赤ちゃ
ん訪問，産院等で周知
を行う。

子 育 て
支 援 課

乳児保育促進事業補助
金

（平成28年度開始）

公的補助の対象とならない保育士を年度当初から配置
し，積極的に乳児保育に取り組む私立保育所等を支援す
るため，保育士の賃金に要する経費について，補助金を
交付する。

 保育所等を支援し，乳
児の途中入所待機者０
人を目指す。

こ ど も
育 成 課

風しん予防接種補助金
交付事業

（平成26年度開始）

妊娠を希望している女性およびその配偶者等の同居者で
抗体価が低い人を対象に，予防接種に係る費用の一部を
助成する。
  ・風しんワクチン　上限6,000円
  ・麻しん風しん混合ワクチン　上限10,000円

 市広報紙・医療機関へ
の周知を行う。

子 育 て
支 援 課

おたふくかぜ予防接種
補助金交付事業

（平成27年度開始）

１歳から６歳までの幼児を対象としてワクチン接種する
ことにより，幼児期の重症化を予防することができるた
め，任意接種費用の一部を助成する。
 　１人１回目のみ　3,000円

 市広報紙・医療機関へ
の周知を行う。

子 育 て
支 援 課

交付件数

子育て支援サービス利
用者支援事業

（平成27年度開始）

（子育て支援コンシェルジュ事業）
育児・保育の知識・経験を有する子育て支援コンシェル
ジュが，子育て支援課窓口等において，子育て支援サー
ビスの情報提供および相談・助言等の必要な支援を行
う。

・市広報紙,ＨＰ等で周
知
・会議等機会あるごと
にＰＲ

子 育 て
支 援 課

放課後児童クラブ利用
者負担金補助金
（平成28年度開始）

市民税非課税世帯に係る放課後児童クラブ利用者負担金
を，上限額を定め補助する。

 クラブを通して周知
し，申請漏れを防ぐ。

子 育 て
支 援 課

認定企業数

不妊･不育治療支援事
業

（平成17年度開始）

 不妊・不育で悩む夫婦に対し，治療費の一部を助成す
る。
 ○特定不妊治療（体外受精および顕微授精の治療）
   ・補助率1/2（限度額15万円/回）
   ・一対象者６回（90万円）まで
 ○一般不妊治療
　 （体外受精及び顕微授精を除く不妊治療）
　 ・補助率1/2（限度額5万円/年度）
   ・一対象者３回（15万円）まで
 ○不育治療
　 ・補助率1/2（限度額15万円/回）
   ・一対象者６回(90万円)まで

 市広報紙および産婦人
科に周知し，申請漏れ
を防ぐ。

子 育 て
支 援 課

多世代同居等支援事業

（平成24年度開始）

平成28年度に三世代同居等支援事業の要件を緩和し，
新たに市内で親等と子や孫が多世代（二世代可）で同
居，又は１㎞以内に近居するための住宅の取得や転居等
の費用に対して最大15万円の助成を行う。
平成30年度から，助成対象者を実際に住民異動を行っ
た親等又は子等のいずれか一方にすることで要件を緩和
するとともに，子育て世代の支援という本来の主旨を明
確にするため助成対象者の要件に年齢制限（50歳以
下）を追加した。

定住促進
センター

「かさおか子育て応援
企業」認定事業

（平成28年度開始）

子育てしやすい職場環境づくりに積極的に取り組む企業
に認定証を交付するとともに，特に優良な企業を表彰す
る。

子 育 て
支 援 課
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事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

母子健康手帳アプリ運
用事業

（平成30年度開始）

電子版母子手帳の機能を有し，妊娠・出産・子育て期に
おける健康管理や予防接種スケジュール管理機能，子育
て支援情報などをタイムリーに発信する。

 市広報,妊娠届，赤ちゃ
ん訪問，健診等で周知
し，利用する人を増や
す。

子 育 て
支 援 課

学校規模適正化計画の
見直し

（平成25年度開始）

児童生徒数の推移を見据えながら，島しょ部も含め学校
規模適正化計画の見直しを進め，望ましい学校規模につ
いて検討する。

 令和２年３月に策定し
た 学校規模適正化計画
書（改訂版）に基づき
計画を推進する。

学校教育課

教員業務アシスタント
配置事業

（平成30年度開始）

授業準備や環境美化等の業務を補助するアシスタントを
配置し，教員がより子どもたちに向き合う時間を確保で
きるよう教育環境の整備を図る。

 一部に兼務校が生じる
が陸地部の学校全てに
アシスタントを配置す
る。

学校教育課

地域包括ケアシステム
推進事業

（平成30年度開始）

高齢者，障がい者，子どもなど全ての市民が，それぞれ
に役割を持ちながら社会参加し，住み慣れた地域におい
て生活を継続できる仕組みづくりを行う。

 市内20地域で，生活支
援サービスを実施す
る。

地域包括ケ
ア

推進室

英語だいすき！
かさおかっ子育成事業

（平成22年度開始）

外国語指導助手（ＡＬＴ）を市内公立保育所・認定こど
も園・幼稚園・小中学校に配置し，生きた英語に触れる
機会を確保する。ＡＬＴとふれ合うことで，児童生徒の
外国語に対する関心を高め，国際理解力の醸成を図ると
ともに，コミュニケーション能力の向上を図る。

 各中学校ブロック内
に，同じＡＬＴを配置
し，英語で連携した保
こ幼小中連携教育を実
践する。

学校教育課
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（３）基本方針３　経済的価値（しごと）を高める

◆経済活性化と雇用促進

　将来目標：笠岡で豊かな生活を送るためには，経済成長が欠かせません。より一層効率

　　　　　　的で効果的な，企業誘致・雇用促進を進めていきます。

H29実績

31社14人

H30実績

22社14人

↓

R1目標

30社18人

R1実績
　コロナ影響で中止

↓

R2目標

30社18人

H29実績

35社47人

H30実績

81社100人

↓

R1目標

80社80人

R1実績

129社114人

↓

R2目標

80社80人

H29実績

96社110人

H30実績

104社59人

↓

R1目標

70社80人

R1実績

145社152人

↓

R2目標

70社80人

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

参加企業・学生

参加企業・学生

参加企業・学生

干拓地への農業関
連法人・企業の誘
致

（平成22年度開始）

笠岡湾干拓地の有効利用のため，農業関連法人や企業の
誘致を推進し，高付加価値産品の産地化を促進する。

 農地法ほか関係法令等
との調整を図り，誘致
を推進する。

農政水産課

新たな工業団地造
成に向けた検討

（平成28年度開始）

県営の笠岡港（港町地区）工業用地への企業誘致が進ん
でいることから，新たな工業団地造成に向けた検討を行
う。

　関係機関と連携・調
整を図り，検討を進め
る。
　平成28年度産業団地
開発調査を実施

企業誘致
推 進 室

日本遺産推進事業
（再掲）
（令和元年度開始）

「せとうち備讃諸島 石の島」の日本遺産認定に伴い，
笠岡諸島の魅力発信やガイドを育成するなど，広報活動
や観光客受け入れ体制を強化する。

・日本遺産に関する人
材育成，情報発信
・観光客受入体制整備
・地域活性化事業の支
援

日本遺産
推 進 室

いかさ地域就職促
進事業

（平成23年度開始）

井笠地域の就職促進を図るため，大学等新規卒業予定者
を対象にした「いかさ地域大学等就職面接会」を笠岡グ
ランドホテルで開催する。また，卒業予定高校生に対し
て，井笠地域の企業を知ってもらうため，「高校生就職
ガイダンス・いかさ」を井原市地場産業振興センターで
開催する。

商工観光課

備後圏域企業研究事業

（平成28年度開始）

関西圏の大学生に備後圏域企業の情報を広く周知し，備
後圏域企業への就職促進を図ることを目的とした「企業
研究会」を大阪市で開催する。
（備後圏域連携事業）

商工観光課

高梁川流域ＵＩＪター
ン合同企業説明事業

（平成28年度開始）

高梁川流域圏内の就職促進を図るため，大学等新規卒業
予定者を対象にした「高梁川流域ＵＩＪターン合同企業
説明会」を岡山市と倉敷市で開催する。
（高梁川流域連携事業）

商工観光課
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H29実績 3社5人

H30実績 6社13人

↓

R1目標 5社13人

R1実績 6社13人

↓

R2目標 6社13人

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

R1目標

R1実績

↓

R2目標

◆起業支援

　将来目標：自らの能力を生かした働き方ができ，チャレンジできるような環境を整えて

　　　　　　いきます。

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

42件

91件

90件

55件

100件

10件

12件

12件

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

10件

3件

8件

1件

8件

1件

1件

2件

1件

2件

1件

0件

1件

1件

1件

協力企業・学生

ﾏｯﾁｯｸﾞ交渉件数

交付件数

新規交付件数

交付件数

交付件数

モノづくり企業高校生
長期インターンシップ
事業

（平成26年度開始）

高校生の職業観形成および主体的職業選択の能力育成，
市内企業との信頼関係を醸成するため，高校生が市内の
製造業等の企業で５日間のインターンシップ を行う。

商工観光課

企業コーディネーター
配置事業

（平成28年度開始）

企業等の状況が分かる専門的知識を有する企業コーディ
ネーターを配置し，市内外の製造業を中心とする中小企
業を訪問し企業情報を収集する。
また，中小企業相互の仕事をマッチングすることによ
り，地域産業を活性化する。
併せて，企業誘致の情報を収集するとともに岡山県と連
携を図り，積極的に企業誘致を推進する。

商工観光課

生産性向上特別措置法
に基づく固定資産税の
特例

（平成30年度開始）

生産性を高めるための設備を取得した中小企業・小規模
事業者等の償却資産固定資産税を軽減措置により税制面
から支援する。（３年間ゼロにする。）

商工観光課

起業支援事業

（平成22年度開始）

市内外で起業を希望している人に対して，起業に係る費
用の一部（最大175万円）を助成し，笠岡市での起業
を促進させ，働く場所の創出と確保を図る。

商工観光課

事業用地造成促進
奨励事業（工業用
地）

（平成28年度開始）

民間企業が造成する3,000㎡以上の製造工場，物流施
設等の用に供する事業用地に，公共用道路，配水施設，
下水道施設および公園・緑地・広場の整備補助として，
上限5,000万円の奨励金を交付する。
製造工業，物流施設等以外の用に供する事業用地の場合
は上限2,500万円の奨励金を交付する。
（平成26年度から開発区域外の上・下水道施設も対象
に追加）

企業誘致
推 進 室

企業立地促進奨励
事業

（平成19年度開始）

市内の土地を取得し，又は賃貸し，操業を開始した企業
に対して奨励金を交付し，市内への企業の立地を促進
し，産業の高度化と雇用機会の拡大を図る。
（平成26年度から交付率の拡充，要件の緩和，公有地
と民有地との格差の解消を図った。）

企業誘致
推 進 室
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H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

◆地場産業等の育成

　将来目標：ふるさと納税などのシティーセールスを通じ，地場産品のＰＲ，産業促進を

　　　　　　進めます。また，中小企業の経営規模拡大を応援します。

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H29実績

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

H30実績

↓

R1目標

R1実績

↓

R2目標

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

3件

5件

4件

5件

4件

3件

2件

3件

3件

事 業 名 事 業 内 容 実績・目標 担 当 課

15件

11件

15件

8.8億

 8.3億

６億

7.2億

8億

5件

5件

12件

7件

12件

1件

2件

0件

2件

交付件数

交付件数

交付件数

寄附金額

交付件数

交付件数

干拓地への農業関
連法人・企業の誘
致（再掲）

（平成22年度開始）

笠岡湾干拓地の有効利用のため，農業関連法人や企業の
誘致を推進し，高付加価値産品の産地化を促進する。

 農地法ほか関係法令等
との調整を図り，誘致
を推進する。

農政水産課

新設工場等設置奨励事
業

（平成14年度開始）

土地，建物および償却資産に対し，５年度間，固定資産
税に相当する額に交付率を乗じた額を交付し，工場等の
取得整備および雇用の促進を図る。

企業誘致
推 進 室

中心市街地空き店舗利
用促進補助金交付事業
（再掲）

（平成29年度開始）

笠岡駅前中心市街地の空き店舗を有効に活用するため，
市に登録している空き店舗を活用し，事業を開始した事
業者に対して，店舗改修費や家賃等を一部補助する。

商工観光課

中小企業設備投資
事業

（平成28年度開始）

本市で製造業を営む中小企業者が，生産性の向上等を図
るために設備の取得を行う場合，その取得費の一部を補
助する。

商工観光課

ふるさと納税推進
事業（再掲）

（平成28年度開始）

ふるさと納税制度を積極的に活用する。特に，寄附者に
対して送付する返礼品を市内の生産者や事業所等から購
入することで産業振興を図る。

ふるさと
寄 附 課

地域産業魅力づくり応
援事業

（平成28年度開始）

本市で活動の本拠としての事務所を有する中小企業者等
が，新商品，新技術に係る研究開発，特許等の産業財産
権の取得，販路開拓，観光商品，観光地域づくりの推進
等を行う場合，経費の一部補助を行う。

商工観光課

笠岡市事業承継支援事
業

（平成29年度開始）

笠岡市内の中小企業者の円滑な事業承継を推進し，中小
企業者の休廃業を抑制するため，事業承継する者に対し
て補助金を交付する。

商工観光課

23



は主要事業

（１）基本方針１　住む環境（まち）を良好にする

◆便利なまちづくり

◆自然環境に恵まれるなど，多様なニーズに応じた住環境の充実

◆地域住民が参画するまちづくり

※

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 1 1 2 3 

実績 1 3 3 

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 1 1 3 3 

実績 0 2 3 2 0 1 1 0 0 0 3 

目標 10 20 30 30 30 30 30 100 100 100 100 100 

実績 6 16 25 26 20 20 16 31 64 70 72 

目標 1 2 3 6 10 10 10 20 20 50 70 70 

実績 5 3 13 14 2 13 10 14 21 53 50 

目標 10 10 25 35 35 

実績 3 2 11 10 2 7 4 3 11 30 25 

目標 20 20 35 65 65 

実績 7 7 26 34 3 18 9 6 22 56 59 

目標 30 70 70 80 100 80 80 90 90 90 90 40 

実績 33 82 81 93 98 70 88 73 80 59 88 

目標 40 40 40 40 40 

実績 10 14 25 29 35 29 42 22 30 22 32 

目標 27 50 50 70 90 72 72 120 120 120 120 120 

実績 37 48 82 89 115 103 146 69 100 75 97 

目標 86 68 72 72 50 40 50 60 70 70 70 

実績 78 72 59 53 41 41 52 63 51 50 

目標 20 20 25 25 25 

実績 18 17 18 13 13 14 10 22 12 16 

目標 41 32 43 43 30 30 40 40 50 50 50 

実績 53 48 55 32 30 44 28 58 36 47 

目標 5 5 10 10 10 

実績 0 1 5 6 

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 2 4 4 6 

実績 2 2 2 

目標 500 500 500 300 

実績 274 440 323 160 180 

Ⅳ　定住促進事業の目標・実績

中心市街地空き店舗利
用促進補助金交付事業

交付件数 件

定住化土地造成促進
奨励事業(住宅用地)

交付件数 件

空き家情報
提供件数

件

空き家の
売買・賃貸

成立数
件

うち
転入件数

件

転入者数 人

住宅新築助成金交付事
業

交付件数 件

うち
転入件数

件

転入者数 人

定住促進に係る固定資
産税相当額一部助成金
交付事業

新規認定
件数

件

うち
転入件数

件

転入者数 人

笠岡市空き家バンク活
用奨励金交付事業

交付件数 件

まちづくり計画の策
定支援

策定件数 件

若者会議開催事業
参 加 者
延 人 数

人

空き家バンク事業
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（２）基本方針２　社会（ひと）のつながりを高める

◆地域住民による持続可能なまちづくり

◆シティープロモーションの強化

◆結婚・妊娠・出産・子育て・教育の希望をかなえる

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 10 10 10 12 14 

実績 5 8 10 12 

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 100 900 900 600 800 

実績 329 880 835 721 

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 52.9 60.0 61.0 61.5 70.0 72.0 72.0 未実施

実績 52.9 58.6 61.0 64.0 71.5 66.4 71.1

目標 12 12 20 25 25 25 25 

実績 11 16 20 14 4 16 

目標 40 70 100 130 110 110 110 180 100 100 100 100 

実績 58 93 118 101 111 141 158 89 103 72 84 

目標 40 40 40 40 40 

実績 18 36 38 17 34 32 31 23 28 18 15 

開催回数 回 実績 1 5 6 4 5 4 7 12 8 6 5 

目標 280 270 270 100 100 

実績 31 209 226 162 186 148 199 320 174 104 125 

ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ数 件 実績 6 38 37 40 38 27 31 57 22 21 23 

目標 8 30 30 30 40 40 40 40 40 

実績 18 38 36 36 31 36 25 25 

目標 3 3 3 3 2 

実績 6 4 6 2 

地域おこし協力隊事業 協力隊員数 人

ふるさと納税推進事
業

寄附金額 百万円

『確かな学力』育成
プロジェクトの推進

県学力状況
調査 (中1)
平均正答率

％

新婚世帯家賃助成事
業

新規交付
件数

件

結婚応援事業
（結婚相談）

結婚相談所
延登録者数

人

見合い件数 件

結婚応援事業
（イベント）

参加人数 人

多世代同居等支援事業 交付件数 件

「かさおか子育て応援
企業」認定事業

認定件数 件
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（３）基本方針３　経済的価値（しごと）を高める

◆経済活性化と雇用促進

◆起業支援

◆地場産業等の育成

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標
30社
18人

30社
18人

30社
18人

30社
18人

実績
25社
66人

22社
59人

23社
52人

23社
44人

31社
21人

31社
18人

30社
14人

22社
14人

コロナ
中止

目標
36社
40人

36社
40人

80社
80人

80社
80人

実績
36社
36人

35社
47人

81社
100人

129社
114人

目標
60社
80人

60社
80人

70社
80人

70社
80人

実績
76社
56人

96社
110人

104社
59人

145社
152人

目標 3 3 4 4 4 5 6 

実績 5 6 4 3 6 6 

目標 6 6 12 12 12 13 13 

実績 6 9 12 5 13 13 

目標 3 3 3 3 3 

実績 2 2 1 3 

目標 56 60 72 90 100 

実績 30 42 91 55 

目標 5 10 10 

実績 20 12 

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 4 4 4 5 5 5 8 8 8 8 8 

実績 2 5 11 3 8 7 11 10 3 1 

目標 2 1 2 2 

実績 0 1 1 1 

目標 1 2 1 1 1 

実績 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 

目標 4 3 4 4 4 

実績 6 7 6 7 6 4 5 4 3 5 5 

事 業 名 目標項目 単位 区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

目標 15 15 15 15 

実績 16 16 11 

目標 12 12 12 12 12 

実績 10 5 5 7 

目標 2 2 2 2 

実績 0 1 0 

いかさ地域就職促進
事業

参加企業・
参加学生

社
・
人

備後圏域企業研究事業
参加企業・
参加学生

社
・
人

高梁川流域ＵＩＪター
ン合同企業説明事業

参加企業・
参加学生

社
・
人

モノづくり企業高校生
長期インターンシップ
事業

協力企業数 社

参加学生数 人

※参加対象者は高校２年生
のため結果は翌々年度

参 加 者
地元企業
就職者数

人

企業コーディネーター
配置事業

交渉件数 件

生産性向上特別措置法
に基づく固定資産税の
特例

交渉件数 件

起業支援事業
新規交付

件数
件

事業用地造成促進奨
励事業（工業用地）

交付件数 件

企業立地促進奨励事
業

新規交付
件数

件

新設工場等設置奨励事
業

新規交付
件数

件

中小企業設備投資事
業

交付件数 件

地域産業魅力づくり応
援事業

交付件数 件

笠岡市事業承継支援事
業

交付件数 件
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【資料編】

（１）人口の推移

　　　昭和２８年以降の笠岡市の住民登録人口の推移を見ると，昭和３０年代に合併による増加が

　　見られた後，昭和４０年代後半の団塊ジュニアのベビーブーム及び平成５年から平成８年にか

　　けて大井ハイランド造成によって人口が増加した時期を除き，減少し続けています。

　　　そして，平成２９年３月３１日現在の人口が49,996人となり，合併により現在の市域になっ

　　た昭和３５年以降で初めて５万人を切りました。６万人台から５万人台への減少には３５年か

　　かりましたが，５万人台から４万人台へは１６年で減少し，人口減少が加速しています。

　　　また，昭和２８年以降の世帯数は増加，一世帯当たりの平均世帯員数は減少しており，単身

　　者の増加や核家族化の影響が見られますが，平成２０年頃から世帯数の増加傾向が止まり，人

　　口減少の影響が出てきているものと考えられます。

年度 人口 年度 人口 年度 人口 年度 人口 年度 人口

Ｓ２７ 49,582 Ｓ４１ 64,412 Ｓ５５ 62,957 Ｈ６ 60,994 Ｈ２０ 55,119 

Ｓ２８ 48,459 Ｓ４２ 64,784 Ｓ５６ 62,566 Ｈ７ 61,361 Ｈ２１ 54,683 

Ｓ２９ 70,691 Ｓ４３ 64,003 Ｓ５７ 62,392 Ｈ８ 61,315 Ｈ２２ 53,981 

Ｓ３０ 71,173 Ｓ４４ 63,691 Ｓ５８ 62,193 Ｈ９ 61,037 Ｈ２３ 53,239 

Ｓ３１ 71,298 Ｓ４５ 63,498 Ｓ５９ 61,701 Ｈ１０ 60,624 Ｈ２４ 52,817 

Ｓ３２ 70,883 Ｓ４６ 64,124 Ｓ６０ 61,348 Ｈ１１ 60,283 Ｈ２５ 52,273 

Ｓ３３ 70,634 Ｓ４７ 64,514 Ｓ６１ 61,122 Ｈ１２ 59,757 Ｈ２６ 51,627 

Ｓ３４ 73,232 Ｓ４８ 64,711 Ｓ６２ 61,241 Ｈ１３ 59,235 Ｈ２７ 50,897 

Ｓ３５ 72,625 Ｓ４９ 64,807 Ｓ６３ 60,804 Ｈ１４ 58,833 Ｈ２８ 49,996 

Ｓ３６ 71,967 Ｓ５０ 64,820 Ｈ元 60,481 Ｈ１５ 58,349 Ｈ２９ 49,268 

Ｓ３７ 71,400 Ｓ５１ 64,481 Ｈ２ 60,210 Ｈ１６ 57,766 Ｈ３０ 48,407 

Ｓ３８ 71,098 Ｓ５２ 64,138 Ｈ３ 60,221 Ｈ１７ 57,306 Ｒ１ 47,613 

Ｓ３９ 70,255 Ｓ５３ 63,747 Ｈ４ 60,476 Ｈ１８ 56,608 

Ｓ４０ 66,731 Ｓ５４ 63,303 Ｈ５ 60,753 Ｈ１９ 55,920 
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合併 第2次ﾍﾞﾋﾞｰﾌﾞｰﾑ
大井ﾊｲﾗﾝﾄﾞ効果

丙午
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（２）人口動態

　　　笠岡市の人口動態については，これまでも死亡は増加傾向，出生は減少傾向にありましたが

　　平成２８年度は，平成７年度以降で死亡が最多，出生が最少となり，出生と死亡の差である自

　　然動態の減少幅が５００人を突破しました。その傾向は令和元年度も継続しており，特に，出

　　生数は過去最低を更新しています。

　　　また，転入と転出の差である社会動態は，年１００人から３００人の減少で推移していまし

　　たが，平成２８年度は４００人減少となり平成２０年度に次ぐ減少幅となりました。平成２９

　　年度は，いくらか改善したものの減少傾向は続いています。

　　　このような自然動態，社会動態の減少幅の拡大により，現在の人口減少傾向が続いた場合は

　　１０年程度で人口４万人を切る可能性も出てきています。

自然動態と社会動態推移（各年度3月31日現在）

自 然 動 態 社 会 動 態

出生 死亡 増減 転入 転出 増減

H７ 522 651 △ 129 2,227 1,731 496 367 61,361 

H８ 510 645 △ 135 2,033 1,944 89 △ 46 61,315 

H９ 505 624 △ 119 1,664 1,823 △ 159 △ 278 61,037 

H１０ 479 609 △ 130 1,540 1,823 △ 283 △ 413 60,624 

H１１ 465 658 △ 193 1,793 1,941 △ 148 △ 341 60,283 

H１２ 428 604 △ 176 1,562 1,912 △ 350 △ 526 59,757 

H１３ 411 636 △ 225 1,560 1,857 △ 297 △ 522 59,235 

H１４ 419 674 △ 255 1,588 1,735 △ 147 △ 402 58,833 

H１５ 378 651 △ 273 1,579 1,790 △ 211 △ 484 58,349 

H１６ 393 652 △ 259 1,438 1,762 △ 324 △ 583 57,766 

H１７ 371 686 △ 315 1,508 1,653 △ 145 △ 460 57,306 

H１８ 357 658 △ 301 1,388 1,785 △ 397 △ 698 56,608 

H１９ 367 698 △ 331 1,345 1,702 △ 357 △ 688 55,920 

H２０ 307 687 △ 380 1,253 1,674 △ 421 △ 801 55,119 

H２１ 369 675 △ 306 1,358 1,488 △ 130 △ 436 54,683 

H２２ 322 709 △ 387 1,236 1,551 △ 315 △ 702 53,981 

H２３ 301 769 △ 468 1,231 1,505 △ 274 △ 742 53,239 

H２４ 308 743 △ 435 1,251 1,536 △ 285 △ 720 52,817 

H２５ 307 730 △ 423 1,416 1,537 △ 121 △ 544 52,273 

H２６ 304 744 △ 440 1,375 1,581 △ 206 △ 646 51,627 

H２７ 286 715 △ 429 1,310 1,611 △ 301 △ 730 50,897 

H２８ 273 774 △ 501 1,240 1,640 △ 400 △ 901 49,996 

H２９ 235 742 △ 507 1,295 1,516 △ 221 △ 728 49,268 

H３０ 215 771 △ 556 1,233 1,538 △ 305 △ 861 48,407 

R1 230 783 △ 553 1,300 1,541 △ 241 △ 794 47,613 

年 度 人口増減
年 度 末
人 口
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（３）転居・転入・転出の内訳

　　　平成２９年度から令和元年度の社会動態（転居・転入・転出）について，集計しました。

　　　年齢区分別では，１５～３９歳（生産年齢：前期）の移動による減少が大部分を占め，進学

　　や就職，転勤，結婚の時期が起因していると思われます。一方で０～６歳（年少：未就学児）

　　が増加しており，住宅新築助成金交付事業をはじめとする定住促進施策による効果と考えられ

　　　市内地区別移動では，新たな宅地が造成・分譲された地区で移動合計がプラスとなっていま

　　したが平成２８年度以降，新規分譲が低調であったため影響は少なくなっています。

　　　生産年齢前期の市外住所地別移動では，近隣への流出が多いのは，福山市，倉敷市，岡山市

　　の順で，転入・転出の差し引きでは倉敷市に次いで里庄町となっており，続いて岡山市，浅口

　　市への転出が多くなっています。また，東京都，大阪府，兵庫県への転出が同程度となってい

　　ます。

①年齢区分別移動人数

②市内地区別移動人数 ③市外住所地別移動人数

※生産年齢前期層（１５～３９歳）のみ

市 内 転 居 市 外 か ら 転 入 市 外 へ 転 出

移動人数 うち男性 うち女性 移動人数 うち男性 うち女性 移動人数 うち男性 うち女性

  0～6 年少：未就学児 351 190 161 372 189 183 △303 △155 △148 69 

  7～14 年少：小中学校 278 152 126 126 59 67 △116 △55 △61 10 

15～39 生産年齢：前期 1,116 540 576 2,352 1,094 1,258 △2,933 △1,375 △1,558 △581 

40～64 生産年齢：後期 592 288 304 669 369 300 △713 △401 △312 △44 

65～74 老年：前期 174 94 80 121 73 48 △119 △54 △65 2 

75～ 老年：後期 239 81 158 134 43 91 △217 △61 △156 △83 

合 計 2,750 1,345 1,405 3,774 1,827 1,947 △4,401 △2,101 △2,300 △627 

笠 岡 615 △622 786 △871 △92 井  原  市 103 △115 △12 

番 町 226 △247 266 △359 △114 浅  口  市 82 △133 △51 

金 浦 238 △258 287 △293 △26 里  庄  町 57 △146 △89 

今 井 66 △60 129 △134 1 矢  掛  町 22 △23 △1 

城 見 123 △135 229 △281 △64 倉  敷  市 236 △410 △174 

陶 山 18 △26 56 △69 △21 岡  山  市 221 △280 △59 

大 井 265 △246 352 △536 △165 その他の県内 106 △268 △162 

吉 田 107 △113 164 △226 △68 福  山  市 517 △481 36 

新 山 73 △61 67 △100 △21 広島県(福山市除く) 205 △158 47 

北 川 74 △55 219 △212 26 香  川  県 22 △31 △9 

大 島 229 △203 329 △379 △24 兵  庫  県 34 △100 △66 

横 江 126 △137 87 △127 △51 大  阪  府 57 △130 △73 

新横島・美の浜 400 △380 483 △522 △19 東  京  都 37 △106 △69 

神島・神島外浦 110 △102 154 △147 15 その他の県外 374 △370 4 

干 拓 地 17 △18 71 △34 36 外    国 355 △182 173 

島 し ょ 部 63 △87 95 △111 △40 その他（職権消除等） 0 0 0 

合 計 2,750 △2,750 3,774 △4,401 △627 合    計 2,428 △2,933 △505 

年齢
区分

区分名称
差引
増減

地 区
転居に
よる増

転居に
よる減

転入に
よる増

転出に
よる減

移動
合計

市外住所地
転入に
よる増

転出に
よる減

移動
合計

県

内

県

外
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（４）転入・転出の理由

　　　平成２８年度から令和元年度の４年間で笠岡市に転入した方及び笠岡市から転出した方を対

　　象に市民課窓口で実施したアンケート調査結果によると，転入の理由，転出の理由ともに「仕

　　事（就職・転勤）」と「結婚又は離婚」が突出しています。

　　　また，「住宅新築（購入）のため」については，住宅新築助成金交付事業をはじめとする定

　　住促進施策の効果により，主たる子育て世代である３０歳代で転入超過の傾向が見られました

　　が，平成２７年度以降は転出超過の傾向にあります。

H28～R1アンケート調査結果【転入】

転入の理由
 0～ 
  17歳

 18～
  22歳

23～
29歳

30歳
代

40歳
代

50歳
代

60歳
代

70歳
以上

計　

 結婚又は離婚 0 22 79 62 37 14 9 2 225 

 就職・転勤 1 95 181 124 99 57 26 11 594 

 親の介護・同居 0 17 34 22 35 23 28 21 180 

 子どもの学校関係・教育関係 1 0 3 8 8 3 4 1 28 

 自身の進学 1 0 0 0 1 2 0 0 4 

 住宅新築（購入）のため 0 0 23 31 7 9 10 1 81 

 その他 3 20 33 29 23 27 38 51 224 

計 6 154 353 276 210 135 115 87 1,336 
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H28～R1アンケート調査結果【転出】

転出の理由
 0～ 
  17歳

 18～
  22歳

23～
29歳

30歳
代

40歳
代

50歳
代

60歳
代

70歳
以上

計　

 結婚又は離婚 0 25 160 133 43 42 36 5 444 

 就職・転勤 3 228 274 158 120 90 31 12 916 

 親の介護・同居 1 7 12 14 11 18 10 13 86 

 子どもの学校関係・教育関係 0 3 3 13 13 6 4 3 45 

 自身の進学 4 33 8 5 5 0 5 0 60 

 住宅新築（購入）のため 0 3 16 31 17 10 5 5 87 

 その他 1 26 35 36 18 24 8 62 210 

計 9 325 508 390 227 190 99 100 1,848 

転入と転出の差
 0～ 
  17歳

 18～
  22歳

23～
29歳

30歳
代

40歳
代

50歳
代

60歳
代

70歳
以上

計　

 結婚又は離婚 0 △3 △81 △71 △6 △28 △27 △3 △219 

 就職・転勤 △2 △133 △93 △34 △21 △33 △5 △1 △322 

 親の介護・同居 △1 10 22 8 24 5 18 8 94 

 子どもの学校関係・教育関係 1 △3 0 △5 △5 △3 0 △2 △17 

 自身の進学 △3 △33 △8 △5 △4 2 △5 0 △56 

 住宅新築（購入）のため 0 △3 7 0 △10 △1 5 △4 △6 

 その他 2 △6 △2 △7 5 3 30 △11 14 

計 △3 △171 △155 △114 △17 △55 16 △13 △512 

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1000

 
結
婚
又
は
離
婚

 
就
職
・
転
勤

 
親
の
介
護
・
同
居

 
子
ど
も
の
学
校
関
係
・
教
育
関

係

 
自
身
の
進
学

 
住
宅
新
築

（
購
入

）
の
た
め

 
そ
の
他

転出の理由

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

23～29歳

 18～22歳

 0～17歳

31



（５）昼間人口

　　　 国勢調査ベースで比較するとＨ２とＨ２７の昼間人口は９６.０から９７.７%と増加してい

　　ます。しかし，総数に占める割合を見ていくと

　　　　　「従業も通学もしていない」　　　　　＋８.０％

　　　　　「自宅・自市町村で従業・通学」　　△１４.５％

　　　　　「他市町村で従業・通学」　　　　　　＋３.５％

　　　であり，市外への従業・通学者の割合がが増えているにもかかわらず昼間人口が増加してい

　　るのは，「従業も通学もしていない」高齢者が増えていることが影響していると考えられます

　　  笠岡市から他市町村へ従業・通学している先は，福山市が最も多く，次いで倉敷市，浅口市，

　　井原市，里庄町，岡山市となっており，岡山から福山の間が通学・通勤圏となっています。

（国勢調査）

（H27国勢調査）

21,314 6,716 20,407 5,908 5,259 11,167

(35.8%) (11.3%) (34.2%) (18.7%)

22,459 4,957 20,321 6,828 5,901 12,729

(37.1%) (8.2%) (33.6%) (21.0%)

24,023 4,383 18,425 6,926 5,509 12,435

(40.5%) (7.4%) (31.1%) (21.0%)

24,060 3,839 16,540 7,217 5,518 12,735

(42.0%) (6.7%) (28.9%) (22.2%)

24,754 2,318 14,626 6,671 5,206 11,877

(45.7%) (4.3%) (27.0%) (21.9%)

22,134 2,304 13,351 6,362 4,871 11,233

(43.8%) (4.6%) (26.4%) (22.2%)

福山市 → 笠岡市 → 福山市

( 1 ) 3,559 4,462 ( 1 ) △ 903 ( 1 )

井原市 → 笠岡市 → 井原市

( 2 ) 1,574 1,124 ( 4 ) 450 ( 7 )

岡山市 → 笠岡市 → 岡山市

( 7 ) 259 939 ( 6 ) △ 680 ( 2 )

倉敷市 → 笠岡市 → 倉敷市

( 5 ) 1,085 1,444 ( 2 ) △ 359 ( 3 )

浅口市 → 笠岡市 → 浅口市

( 3 ) 1,560 1,131 ( 3 ) 429 ( 6 )

里庄町 → 笠岡市 → 里庄町

( 4 ) 1,170 1,062 ( 5 ) 108 ( 5 )

矢掛町 → 笠岡市 → 矢掛町

( 6 ) 483 476 ( 7 ) 7 ( 4 )

実
施
年

常 住 地 に よ る 人 口
従 業 地 ・ 通 学 地

 に よ る 人 口
流出人口
流入人口
の差ＡＡ

昼間人口
／

夜間人口総　数 
従業も通
学もして
いないＡ

自宅で
従　業

自宅外の
自市区町
村で従業
・通学Ａ

県内他市
区町村で
従業・通
学ＡＡＡ

他県で従
業・通学

他市町で
従業・通
学（計）

昼間人口
うち県内
他市区町
村常住Ａ

うち他県
に常住Ａ

H2 59,619 57,261 6,124 2,685 △ 2,358 96.0%

H7 60,478 56,846 6,119 2,978 △ 3,632 94.0%

H12 59,300 56,363 6,271 3,227 △ 2,937 95.0%

H17 57,272 54,305 6,260 3,508 △ 2,967 94.8%

H22 54,225 51,731 5,999 3,384 △ 2,494 95.4%

H27 50,568 49,425 6,282 3,808 △ 1,143 97.7%

従業・通学による近隣市町への人口移動 流入・流出の差
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（６）出生率と出生数　※１年間（１月１日から１２月３１日まで）

　　　笠岡市の合計特殊出生率は，平成２６年に１．４１と改善したものの，平成２７年は１．２

　　８まで減少し，国の１．４５，県の１．５４を下回っています。また，出生数では平成２６年

　　までは３００人を維持していましたが，平成２７年から４年連続で３００人を割り込み減少傾

　　向が続いています。

　　　これは，一人の女性が一生に産む子どもの人数は改善されているものの，生まれてくる子ど

　　もの約９割を産んでいる２０～３９歳の若年女性の減少が影響していると考えられます。

①笠岡市の合計特殊出生率の推移

（笠岡市は速報値）

（笠岡市は速報値）

②井笠圏域内市町の合計特殊出生率

（笠岡市は速報値）

笠 岡 市 岡山県 全 国

出 生 率 出生数（人） 出 生 率 出 生 率

H１５ 1.25 373 1.38 1.29

H１６ 1.45 418 1.38 1.29

H１７ 1.18 348 1.37 1.26

H１８ 1.25 360 1.40 1.32

H１９ 1.36 370 1.41 1.34

H２０ 1.22 321 1.43 1.37

H２１ 1.35 340 1.39 1.37

H２２ 1.26 329 1.50 1.39

H２３ 1.27 311 1.48 1.39

H２４ 1.27 298 1.47 1.41

H２５ 1.34 308 1.49 1.43

H２６ 1.41 309 1.49 1.42

H２７ 1.28 277 1.54 1.45

H２８ 1.41 293 1.56 1.44

H２９ 1.22 235 1.54 1.43

H３０ (1.15) 215 1.53 1.42

年 笠 岡 市 井 原 市 浅 口 市 里 庄 町 矢 掛 町

H１９ 1.36 1.45 1.31 1.34 1.34

H２０ 1.22 1.52 1.29 1.48 1.46

H２１ 1.35 1.44 1.34 1.48 1.28

H２２ 1.26 1.33 1.31 1.60 1.40

H２３ 1.27 1.31 1.28 1.42 1.36

H２４ 1.27 1.37 1.43 1.64 1.25

H２５ 1.34 1.30 1.23 1.79 1.10

H２６ 1.41 1.30 1.18 1.44 1.28

H２７ 1.28 1.14 1.28 1.22 1.28

H２８ 1.41 1.28 1.12 1.55 1.57

H２９ 1.22 1.22 1.38 1.65 1.51

年

1.29 1.29
1.26

1.32

1.34
1.37

1.37
1.39 1.39 1.41 1.431.42

1.45

1.44 1.43
1.38

1.381.37
1.40 1.41 1.43

1.39

1.50 1.48 1.47 1.49 1.49
1.54 1.56 1.54

1.25

1.45

1.18

1.25

1.36

1.22

1.35

1.26 1.27 1.27

1.34

1.41

1.28

1.41

1.22

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

全国 岡山県 笠岡市
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③人口１，０００人あたりの１年間の出生数の割合（出生率）

④人口１，０００人あたりの１年間の婚姻数の割合（婚姻率）

＜20～39歳女性＞

⑤５歳階層別（15歳以上）未婚率

資料：総務省「H27国勢調査」による

年 総 人 口 婚 姻 数 婚 姻 率 岡 山 県 全 国

H２４ 53,078 281 件 5.3 ‰ 5.0 ‰ 5.3 ‰

H２５ 52,524 300 件 5.7 ‰ 5.0 ‰ 5.3 ‰

H２６ 51,903 311 件 6.0 ‰ 4.9 ‰ 5.1 ‰

H２７ 51,214 264 件 5.2 ‰ 4.9 ‰ 5.1 ‰

H２８ 50,338 276 件 5.5 ‰ 4.7 ‰ 5.0 ‰

H２９ 49,533 250 件 5.0 ‰ 4.7 ‰ 4.9 ‰

H３０ 48,707 219 件 4.5 ‰ 4.4 ‰ 4.7 ‰

R1 47,916 232 件 4.8 ‰ 4.7 ‰ 4.7 ‰

年
20～39歳

女性の人数
総人口に

対する割合
全世代

女性婚姻数
20～39歳

女性婚姻数
20～39歳

女性婚姻率

H２４ 4,939 9.3 ％ 153 件 132 件 2.49 ‰

H２５ 4,918 9.4 ％ 156 件 132 件 2.51 ‰

H２６ 4,721 9.1 ％ 165 件 136 件 2.62 ‰

H２７ 4,520 8.8 ％ 141 件 128 件 2.50 ‰

H２８ 4,351 8.6 ％ 153 件 125 件 2.48 ‰

H２９ 4,271 8.6 ％ 142 件 121 件 2.44 ‰

H３０ 4,150 8.5 ％ 124 件 103 件 2.11 ‰

R1 4,023 8.4 ％ 127 件 101 件 2.11 ‰

男 女

笠 岡 市 岡 山 県 全 国 笠 岡 市 岡 山 県 全 国

15～19 99.9 98.9 98.6 99.7 98.9 98.6

20～24 91.8 91.1 90.5 88.0 88.7 88.0

25～29 75.3 67.4 68.3 63.9 57.4 58.8

30～34 53.4 44.3 44.7 38.0 32.8 33.6

35～39 43.6 33.1 33.7 27.0 22.8 23.3

40～44 33.1 27.5 29.0 19.9 18.3 19.0

45～49 30.4 23.9 25.1 16.8 14.8 15.9

年齢

8.9 8.8
8.4

8.7 8.6 8.7
8.5 8.5

8.3 8.2 8.2
8.0 8.0

7.8
7.6

7.4

9.1 9.1
8.6

8.9 8.8 8.8
8.5

8.7 8.7
8.5 8.5

8.3 8.2 8.2
7.8 7.7

6.4

7.2

6.0
6.3

6.6

5.8
6.2 6.0

5.8 5.6
5.9 6.0

5.4
5.8

4.5
4.8

4

5

6

7

8

9

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

全国 岡山県 笠岡市
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（７）笠岡市定住促進本部設置要領

　（設置）

第１条 笠岡市における定住対策に係る課題を調査検討し，定住促進を総合的かつ計画的に推進

　するため，笠岡市定住促進本部（以下 ｢促進本部 ｣という。）を設置する。

　（所掌事務）

第２条 促進本部は，次の各号に掲げる事項を所掌する。

 (1) 笠岡市定住促進ビジョンの策定及び変更に関すること。

 (2) 定住促進の総合的かつ計画的推進に関すること。

 (3) 前２号に掲げるもののほか，定住促進のために必要な事項に関すること。

　（組織）

第３条 促進本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。

２ 本部長は，市長を，副本部長は，副市長をもって充てる。

３ 本部員は，職員の中から市長が任命する。

　（職務）

第４条 本部長は促進本部の事務を総理し，促進本部を代表する。

２ 副本部長は本部長を補佐し，本部長に事故があるときは，その職務を代理する。

３ 本部員は本部長の命を受け，所掌事務を処理する。

　（会議）

第５条 促進本部の会議は，本部長が招集し，会議の議長となる。

２ 本部長は，必要に応じて関係職員等を会議に出席させ，説明又は助言を求めることができる。

　（事務局）

第６条 促進本部の事務を処理するため，事務局を定住促進センターに置く。

　（その他）

第７条 この要領に定めるもののほか，促進本部の運営に関して必要な事項は本部長が別に定め

  る。

      附則

  この要領は，平成２０年４月２２日から施行する。

　この要領は，平成２７年７月２４日から施行する。

35



（８）笠岡市定住促進本部構成員（職名）

令和２年６月１日現在

◎事 務 局

番 号 職 名 備 考

１ 市 長 本 部 長

２ 副 市 長 副 本 部 長

３ 教 育 長

４ 政 策 部 長

５ 危 機 管 理 部 長

６ 総 務 部 長

７ 市 民 生 活 部 長

８ 健 康 福 祉 部 長

９ こ ど も 部 長

１０ 建 設 部 長

１１ 産 業 部 長

１２ 上 下 水 道 部 長

１３ 市 民 病 院 管 理 局 長

１４ 教 育 部 長

１５ 企 画 政 策 課 長

１６ 協働のまちづくり課長

１７ 総 務 課 長

１８ 人 事 課 長

１９ 財 政 課 長

２０ 税 務 課 長

２１ 市 民 課 長

２２ 地 域 福 祉 課 長

２３ 健 康 推 進 課 長

２４ 子 育 て 支 援 課 長

２５ こ ど も 育 成 課 長

２６ 建 設 管 理 課 長

２７ 都 市 計 画 課 長

２８ 農 政 水 産 課 長

２９ 商 工 観 光 課 長

３０ ふ る さ と 寄 附 課 長

３１ 水 道 課 長

定 住 促 進 セ ン タ ー

本 部 員
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